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【緊急！】
【骨太方針2025記載】

介護現場の幅広い職種の賃上げ実現のための
賃上げ状況調査 結果（抜粋） 報告

令和７年１１月１２日

介護関係１３団体 記者会見
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【緊急！】【骨太方針2025記載】

介護現場の幅広い職種の賃上げ実現のための賃上げ状況調査
１．調査概要（団体、期間、回答数）
（１）調査団体（13団体）

全国老人保健施設協会、全国老人福祉施設協議会、⽇本認知症グループホーム協会、
日本慢性期医療協会（介護医療院）、全国介護事業者連盟、高齢者住まい事業者団体連合会、
『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会、日本在宅介護協会、全国社会福祉法人経営者協議会
日本福祉用具供給協会、日本看護協会、日本介護支援専門員協会、全国デイ・ケア協会

（２）調査期間
令和７年８月2９日～９月１８日

（３）調査回答数
回答数 1,918件（11,817事業所分）
※事業所単位回答1,603事業所、法人単位315（事業所分10,214事業所）

回答数 構成割合
1 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 1,762 14.9%
2 介護医療院 33 0.3%
3 介護老人保健施設 617 5.2%
4 認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム） 1,020 8.6%
5 特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウ） 2,537 21.5%
6 特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） 107 0.9%
7 訪問介護 2,958 25.0%
8 訪問看護 97 0.8%
9 訪問リハ 217 1.8%

10 訪問入浴 271 2.3%
11 通所リハ 251 2.1%
12 通所介護（デイサービス） 1,208 10.2%
13 居宅介護支援 268 2.3%
14 （看護）小規模多機能型居宅介護 32 0.3%
15 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 26 0.2%
16 福祉用具 298 2.5%
17 115 1.0%

11,817 100.0%

回答数

介護保険施設

在宅系

その他
合計

居住系

No サービス種別


Sheet1

				サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ				事業所数 ジギョウショスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ		1事業所 ジギョウショ		法人単位1 ホウジン タンイ		法人単位2 ホウジンタンイ		合計 ゴウケイ		構成割合 コウセイ ワリアイ

				介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		540 		23.2%		339		1423				1762		15.3%

						介護医療院		25 		1.1%		21		12				33		0.3%

						介護老人保健施設		354 		15.2%		304		313				617		5.4%

				在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		78 		3.3%		40		2918				2958		25.7%

						訪問看護 ホウモンカンゴ		68 		2.9%		61		36				97		0.8%

						訪問リハ ホウモン		110 		4.7%		110						110		1.0%

						訪問入浴 ニュウヨク		5 		0.2%		3		268				271		2.4%

						通所リハ ツウショ		306 		13.1%		238		18				256		2.2%

						通所介護（デイサービス）		157 		6.7%		119		1089				1208		10.5%

						（看護）小規模多機能型居宅介護		12 		0.5%		12		25				37		0.3%

						定期巡回・随時対応型訪問介護看護		4 		0.2%		8						8		0.1%

						居宅介護支援 キョタク カイゴ シエン		229 		9.8%		212		56				268		2.3%

				居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		121 		5.2%		80		940				1020		8.9%

						特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		41 		1.8%		88		2149				2237		19.5%

						特定施設入居者生活介護（軽費老人ホーム、ケアハウス）		23 		1.0%		24		33				57		0.5%

						特定施設入居者生活介護（サ高住、有料等） ユウリョウ		8 		0.3%		8		47				55		0.5%

						サ高住、有料（特定以外） コウジュウ ユウリョウ		5 		0.2%		5		18				23		0.2%

						軽費老人ホーム、ケアハウス（特定以外）		107 		4.6%		38		7				45		0.4%

						福祉用具 フクシヨウグ		108 		4.6%		4		294				298		2.6%

				その他 ホカ				29 		1.2%		29		100				129		1.1%

				合計 ゴウケイ				2,330 		100.0%		1743		9746		0		11489		100.0%

						総回答数		1918

						１事業所 ジギョウショ		1409				11421

						複数事業所 フクスウ ジギョウショ		509		10012



		No		サービス種別 シュベツ				回答数 カイトウスウ

								回答数 カイトウ スウ		構成割合 コウセイ ワリアイ

		1		介護保険施設 カイゴホケンシセツ		介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）		1,762 		14.9%				339		1423		1762

		2				介護医療院		33 		0.3%				21		12		33

		3				介護老人保健施設		617 		5.2%				304		313		617

		4		居住系 キョジュウケイ		認知症対応型共同生活介護（認知症グループホーム）		1,020 		8.6%				80		940		1020

		5				特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウ） カイゴツ ユウリョウ ロウジン		2,537 		21.5%				131		2406		2537

		6				特定施設入居者生活介護以外（サ高住、有料老人ホーム等） イガイ コウジュウ ユウリョウ ロウジン トウ		107 		0.9%				66		41		107

		7		在宅系 ザイタクケイ		訪問介護		2,958 		25.0%				40		2918		2958

		8				訪問看護 ホウモンカンゴ		97 		0.8%				61		36		97

		9				訪問リハ ホウモン		217 		1.8%				88		129		217

		10				訪問入浴 ニュウヨク		271 		2.3%				3		268		271

		11				通所リハ ツウショ		251 		2.1%				110		141		251

		12				通所介護（デイサービス）		1,208 		10.2%				119		1089		1208

		13				居宅介護支援		268 		2.3%				212		56		268

		14				（看護）小規模多機能型居宅介護		32 		0.3%				7		25		32

		15				定期巡回・随時対応型訪問介護看護		26 		0.2%				3		23		26

		16				福祉用具 フクシ ヨウグ		298 		2.5%				4		294		298

		17		その他 ホカ				115 		1.0%				15		100		115

				合計 ゴウケイ				11,817 		100.0%				1603		10214		11817

						01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会		369		19.2%

						02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会		739		38.5%

						03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会		78		4.1%

						04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会		23		1.2%

						05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟		103		5.4%

						06_⾼齢者住まい事業者団体連合会		123		6.4%

						07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会		11		0.6%

						08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会		43		2.2%

						09_全国社会福祉法⼈経営者協議会		147		7.7%

						10_一般社団法人全国デイ・ケア協会		28		1.5%

						11_一般社団法人日本介護支援専門員協会		186		9.7%

						12_一般社団法人日本福祉用具供給協会		4		0.2%

						13_公益社団法人日本看護協会		64		3.3%

								1918



01_公益社団法⼈全国⽼⼈保健施設協会	02_公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会	03_公益社団法⼈⽇本認知症グループホーム協会	04_⼀般社団法⼈⽇本慢性期医療協会	05_⼀般社団法⼈全国介護事業者連盟	06_⾼齢者住まい事業者団体連合会	07_⼀般社団法⼈『⺠間事業者の質を⾼める』全国介護事業者協議会	08_⼀般社団法⼈⽇本在宅介護協会	09_全国社会福祉法⼈経営者協議会	10_一般社団法人全国デイ・ケア協会	11_一般社団法人日本介護支援専門員協会	12_一般社団法人日本福祉用具供給協会	13_公益社団法人日本看護協会	369	739	78	23	103	123	11	43	147	28	186	4	64	
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2.11％
差

2.67％
差

賃上げの状況
【正社員（全体）：賃上げ額】

前年度比
88.6％

（円）

前年度比
81.6％

令和7年度
令和6年度

【 賃上げ率・最低賃金引上げ率】

全産業との差がさらに拡大

（※）前年度
所定内給与

賃上げ額
（平均） 賃上げ率 うちベア分（額） 賃上げ率

（ベア分）

令和6年度 242,208円 7236円 2.99％ 4171円 1.72％

令和7年度 248,935円 6413円 2.58％ 3404円 1.37％
※前年度所定内給与は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の訪問介護従事者と介護職員（医療・福祉施設等）の所定内給与額の加重
平均により作成



賃上げの状況
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8.3万円差
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賃上げの状況
【職種別賃上げ状況 （額・率）】
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処遇改善・賃上げについて
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骨太の方針（閣議決定）（令和7年6月13日） ～抜粋～
経済財政運営と改革の基本方針2025

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

・医療・介護・保育・福祉等の人材確保に向けて、～（中略）～公定価格の引上げを始めとする処遇改善を進める。
・医療・介護・障害福祉の処遇改善について、 ～（中略）～ 2025年末までに結論が得られるよう検討する。

・医療・介護ＤＸの技術革新の迅速な実装により、全国で質の高い効率的な医療・介護サービスが提供される体
制を構築することについて、必要な支援を行いつつ、政府を挙げて強力に推進する。

・社会保障関係費については、医療・介護等の現場の厳しい現状や税収等を含めた財政の状況を踏まえ、 ～（中
略）～経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げに確実につながるよう、的確な対応を行う。
具体的には、高齢化による増加分に相当する伸びにこうした経済・物価動向等を踏まえた対応に相当する増加
分を加算する。 （コストカット型からの転換）

・介護・障害福祉分野の職員の他職種と遜色のない処遇改善や業務負担軽減等の実現に取り組むとともに、
これまでの処遇改善等の実態を把握・検証し、2025年末までに結論が得られるよう検討する。

・物価上昇が継続していることを踏まえ、予算、税制における長年据え置かれたままの様々な公的制度に係る基
準額や閾値について、国民生活へ深刻な影響が及ばないよう、省庁横断的・網羅的に点検し、見直しを進める。
その際、各項目の点検と併せ、政策効果を担保するため、制度の特性に応じた定期的な改定ルールを設け、足
元の物価上昇に的確に対応できるような仕組みづくりを行う。
・同時に、本基本方針第２章及び第３章に記載している、

・公定価格（医療・介護・保育・福祉等）の引上げ
・働き手の賃上げ原資を確保できる官公需における価格転嫁の徹底

を省庁横断的に推進する。
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１．介護現場で働く全職種に対する処遇改善

・令和６年度介護報酬改定（賃上げ分の見込み）令和６年度 ：２．５％、令和７年度：２．０％

・全産業ではこの２年間 ５％ 以上の賃上げ実現

① 介護職員等処遇改善加算ではなく、介護従事者処遇改善加算へ

・これまでの「処遇改善加算」や「処遇改善支援補助金」は介護職員がベース

⇒ 介護現場の全ての従事者をベースに！

２．他産業並みの賃上げ（他産業との格差是正）

⇒ 全ての介護サービスを対象に！

② 「処遇改善加算」の対象サービスの拡大へ

① 他産業との格差是正

⇒ この２年間分の他産業との格差を補填（令和７年度補正予算）

② 他産業並みの賃上げ

⇒上記①を踏まえたうえで、令和８年度分の処遇改善については、他産業と遜色ない

賃上げの実現（令和８年度介護報酬改定〔期中改定〕）
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物価高騰対応支援について
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賃上げの課題及び今後の見込み

97.3%

69.2%

48.9%

23.9%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）物価高騰の影響により、支出が増加している。

（2）サービス提供に必要な人材が確保できない。

（3）利用者が確保できない。

（4）その他（自由記述）

（5）特にない。

88.7%

93.3%

88.3%

72.5%

20.7%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（1）物価高騰による支出の増加のため、賃上げ余力が不足している。

（2）現行の報酬では十分な賃上げ額が確保できない。

（3）現行の報酬では幅広い職種の賃上げが十分にできない。

（4）最低賃金の引上げへの対応を行うと、その他の職員の賃上げ余力がない。

（5）その他（自由記述）

（6）特にない。

Ｑ１. 現在感じている、経営上の課題について教えてください。（複数選択）

Ｑ２. 現在感じている、賃上げを行う上での課題について教えてください。（複数選択）

（1）物価高騰の影響により、支出が増加している

（1）物価高騰による支出の増加のため、
賃上げ余力が不足している

【緊急！】【骨太方針2025記載】介護現場の幅広い職種の賃上げ実現のための賃上げ状況調査より
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物価高騰重点支援地方交付金

対象事業：エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、支援を行う事業。

年度 交付金名
推奨事業メニュー

予算額

令和４年度 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 創設 6000億円

令和５年度 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 増額 7000億円

令和６年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 追加 6000億円

令和７年度 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 追加 1000億円
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12

都道府県別の物価高騰支援交付金額（老健施設100床当たりで算出）
（円）

「電力･ガス･食料品等価格高騰重点支援地方交付金」

・交付金 ⇒ 補助金へ・経営の安定


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12

